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(57)【要約】

【課題】実機内を流れる流体の流速等を非破壊状態で計

測できる流動指標値特定方法を提供する。

【解決手段】本発明の流動指標値特定方法は、放射線源

から導出された一次放射線を被測定流体へ照射する照射

ステップと、一次放射線により励起されて生成された被

測定流体中の放射性核種から放出される二次放射線を検

出する検出ステップと、検出ステップで得られた検出値

に基づいて被測定流体の流動状態を指標する流動指標値

を特定する特定ステップとを備える。ここで二次放射線

は、短寿命の即発放射線と長寿命の遅発放射線とからな

り、検出ステップは、遅発放射線を検出する遅発放射線

検出ステップを含み、特定ステップは、遅発放射線検出

ステップで得られた検出値に基づき流動指標値を特定す

るステップとする。これにより局所的な特定領域におけ

る流体の流速等を高精度に求めることができる。

【選択図】図３
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【書類名】要約書
【要約】
【課題】実機内を流れる流体の流速等を非破壊状態で計測できる流動指標値特定方法を提
供する。
【解決手段】本発明の流動指標値特定方法は、放射線源から導出された一次放射線を被測
定流体へ照射する照射ステップと、一次放射線により励起されて生成された被測定流体中
の放射性核種から放出される二次放射線を検出する検出ステップと、検出ステップで得ら
れた検出値に基づいて被測定流体の流動状態を指標する流動指標値を特定する特定ステッ
プとを備える。ここで二次放射線は、短寿命の即発放射線と長寿命の遅発放射線とからな
り、検出ステップは、遅発放射線を検出する遅発放射線検出ステップを含み、特定ステッ
プは、遅発放射線検出ステップで得られた検出値に基づき流動指標値を特定するステップ
とする。これにより局所的な特定領域における流体の流速等を高精度に求めることができ
る。
【選択図】図３
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【書類名】明細書
【発明の名称】流動指標値特定方法および流動指標値特定装置
【技術分野】
　【０００１】
　本発明は、実機内を流れる流体の流動状態を示す流動指標値を、非破壊状態で特定でき
る流動指標値特定方法および流動指標値特定装置に関する。
【背景技術】
　【０００２】
　多くの機械、装置または設備等が、液相、気相または混相からなる種々の流体を利用し
ている。このような機械等では、内部流路や配管を流れる流体の流動状態を可能な限り正
確に知ることにより、さらなる高性能化や高効率化等を達成し得る。
　【０００３】
　流動状態の把握方法として、透明部材を用いた流動状態の可視化もあるが、放射線を用
いて実機の流動状態を非破壊状態で計測する方法も知られている。これに関連する記載が
下記の文献にある。
【先行技術文献】
【特許文献】
　【０００４】
　　【特許文献１】特開昭５８－４７２１６号公報
【非特許文献】
　【０００５】
　　【非特許文献１】C.R.Boswell and T.B.Piece,”Flow rate determination by neutr
　　on activation analysis”, Modern Development in Flow Measurements, Conf.Publ
　　., 10, 264, Peter Peregrinus Ltd. (1971)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
　【０００６】
　非特許文献１は、流体（軽水：Ｈ２Ｏ）に量子ビーム（中性子ビーム）を照射し、放射
化されたその一部が一定距離を通過する時間を求めて、その流体の流速を特定する方法を
提案している。具体的には、軽水の流れにエネルギー１４ＭｅＶの高速中性子を照射する
と、核反応　１６Ｏ（ｎ、ｐ）１６Ｎ　により、半減期が７．１３秒の１６Ｎ（放射性核
種）が生成される。この際、中性子をパルス状に照射すれば、生成された１６Ｎは塊とな
って流路内を流れることになる。この一群の１６Ｎから放出される放射線（二次放射線）
を下流側に配置した放射線検出器で検出する。具体的には、中性子を照射した時刻ｔ１と
、中性子照射により生成された１６Ｎの一群が軽水の流れに運ばれて検出器の前を通過す
る時刻ｔ２とを測定する。こうして中性子の照射位置と検出器の間の距離（流路長Ｌ）を
、その通過時間（ｔ２-ｔ１）で除算することにより、軽水の平均流速Ｖ（＝Ｌ／（ｔ２
－ｔ１））を求めている。この流速測定方法は、ＰＮＡ（Pulse Neutron Activation）法
と呼ばれている。
　【０００７】
　ＰＮＡ法の場合、中性子の照射位置から所定距離（流路長Ｌ）だけ離した位置に放射線
検出器を設けなければならず、器機の配置性や測定精度等の観点から、その流路長Ｌをあ
まり短くすることもできない。
　【０００８】
　また、ＰＮＡ法により求められる流速は、所定区間（流路長Ｌ）内における平均流速で
あり、局所的または瞬間的な流速を測定することはできない。しかも、目印となる放射性
核種は、測定対象である流体の移動に伴い流体中を拡散するため、その平均流速も必ずし
も正確ではない。
　【０００９】
　特許文献１は、二つの放射線検出器を流路上に離して配置し、それらの検出変動分に基
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づいて流体の質量流量を求めることを提案している。しかし、この場合も所定の流路長を
確保する必要があり、上述したＰＮＡ法の場合と同様な課題を有する。
　【００１０】
　なお、いずれの場合も、二次放射線の検出は目印である放射性核種の通過を知るために
行っているに過ぎず、その二次放射線の具体的な放出量等を問題にしている訳ではない。
　【００１１】
　本発明はこのような事情に鑑みて為されたものであり、所定の流路長の確保が不要で、
流体の局所的または瞬間的な流動状態を特定できる流動指標値特定方法および流動指標値
特定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
　【００１２】
　本発明者はこの課題を解決すべく鋭意研究し、試行錯誤を重ねた結果、流体に中性子ビ
ームを照射して放射化された放射性核種から放出される崩壊ガンマ線の強度（計数値）が
、その流体の流速に応じて変化することを見出した。この特性を利用することにより、流
体の流動状態（流速または質量流量等）を特定することを着想し、実際に流体の流速等を
特定できることを確認した。この成果を発展させることにより、以降に述べる本発明を完
成するに至った。
　【００１３】
《流動指標値特定方法》
（１）本発明の流動指標値特定方法は、放射線源から導出された一次放射線を被測定流体
へ照射する照射ステップと、該一次放射線の照射（該一次放射線と該被測定流体中の原子
核との原子核反応または該原子核との非弾性散乱等）により該被測定流体中から放出され
る二次放射線を検出する検出ステップと、該検出ステップで得られた検出値に基づいて該
被測定流体の流動状態を指標する流動指標値を特定する特定ステップと、を備える流動指
標値特定方法であって、前記二次放射線は、短寿命の即発放射線と長寿命の遅発放射線と
からなり、前記検出ステップは、該遅発放射線を検出する遅発放射線検出ステップを含み
、前記特定ステップは、該遅発放射線検出ステップで得られた検出値に基づき前記流動指
標値を特定するステップであることを特徴とする。
　【００１４】
（２）本発明に係る二次放射線は、被測定流体へ一次放射線を照射することにより生成さ
れる。被測定流体中から放出される二次放射線には、核反応に伴い瞬時に放出される二次
粒子、残留核の励起準位から瞬時に放出されるガンマ線の他、残留核が放射性核種の場合
、固有の半減期によりゆっくり放出される遅発放射線が含まれる。遅発放射線には崩壊に
伴って放出される放射線の他、娘核の励起準位から放出されるガンマ線が含まれる。この
遅発放射線は、パルス的な即発放射線と異なり、時間の経過によりその放出量が減少して
いく。この放出量の減少傾向は、被測定流体の停止している場合と流動している場合とで
異なる。すなわち、被測定流体が実質的に停止しているとき、検出される遅発放射線の放
出量は指数関数的な一定割合で減少していく。しかし、被測定流体が流動しているとき、
検出される遅発放射線の放出量の減少傾向は、流速の影響を受けて変化し、明らかに被測
定流体が停止しているときとは異なる。従って、被測定流体へ一次放射線を照射した際に
放出される遅発放射線の検出値を測定することにより、それに対応した被測定流体の流速
を特定できることになる。勿論、本発明の流動指標値特定方法により特定される流動指標
値は、流速に限らず、流速に関連した他の指標値（質量流量等）でもよい。
　【００１５】
　このように本発明では、被測定流体の流速に依存して遅発放射線の検出値が変化する現
象を利用しており、従来のように目印とした放射性核種が一定区間を移動する時間を問題
としているわけではない。従って本発明の場合、一定の流路長を確保したり、その両区間
端に放射線検出器をそれぞれ設けたりする必要もない。また、本発明では、基本的に一次
放射線を照射した被測定流体の特定領域内で生成された放射性核種から放出される遅発放
射線の検出値に基づいて、その特定領域の流動指標値（流速等）を求めている。このため
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本発明によれば、従来のような特定区間を流れる平均流速ではなく、被測定流体のいわば
局所的またはピンポイント的な流動指標値を特定できる。
　【００１６】
（３）流速（Ｖ）以外の代表的な流動指標値として、単位時間あたりに所定の平面を通過
する物質量である質量流量（Ｑｍ＝ρＶＡ／ρ：密度、Ａ：通過面積）がある。本発明の
方法により質量流量を特定するには、一次放射線を照射した領域内における物質量を把握
する必要がある。この物質量は、一次放射線の照射時に放出される即発放射線量や照射に
より生成される放射性核種量に比例する。
　【００１７】
　従って、一次放射線を照射した際に被測定流体の特定領域から放出された即発放射線の
検出値を把握することにより、その特定領域に含まれる物質量を把握できる。結局、前述
した遅発放射線の検出値に基づき特定される流速と、即発放射線の検出値に基づき特定さ
れる物質量とを組み合わせれば、測定対象領域にある被測定流体の質量流量も特定できる
ことになる。
　【００１８】
　よって本発明の流動指標値特定方法は、上述した検出ステップが、さらに、即発放射線
を検出する即発放射線検出ステップを含み、特定ステップは、即発放射線検出ステップで
得られた検出値である即発検出値と遅発放射線検出ステップで得られた検出値である遅発
検出値とに基づいて流動指標値を特定するステップであってもよい。
　【００１９】
　なお、被測定流体の特定領域における流速は、上述したように遅発検出値のみに基づい
て特定することもできるが、遅発検出値と即発検出値の両方を用いて特定することもでき
る。両検出値を用いることにより、被測定流体の密度変化や各種の外乱の影響等を打ち消
した高精度な測定が可能になる。
　【００２０】
　従って、本発明に係る特定ステップは、即発検出値と遅発検出値の比に基づいて流動指
標値の一つである流速または質量流量を特定するステップであると好適である。この際、
遅発放射線検出ステップと即発放射線検出ステップは、同一の核種からの二次放射線を同
一の放射線検出器で検出するとさらに好適である。
　【００２１】
《流動指標値特定装置》
　本発明は、流動指標値特定方法としてのみならず、流動指標値特定装置としても把握で
きる。すなわち、本発明は、放射線源から導出された一次放射線を被測定流体へ照射する
照射手段と、該一次放射線の照射（該一次放射線と該被測定流体中の原子核との原子核反
応または該原子核との非弾性散乱等）により該被測定流体中から放出される二次放射線を
検出する検出手段と、該検出手段で得られた検出値に基づいて該被測定流体の流動状態を
指標する流動指標値を特定する特定手段と、を備える流動指標値特定装置であって、前記
二次放射線は、短寿命の即発放射線と長寿命の遅発放射線とからなり、前記検出手段は、
該遅発放射線を検出する遅発放射線検出手段を含み、前記特定手段は、該遅発放射線検出
手段により得られた検出値に基づき前記流動指標値を特定する手段であることを特徴とす
る流動指標値特定装置でもよい。
　【００２２】
《その他》
（１）本発明の流動指標値特定方法に係る各「ステップ」は、それぞれ「手段」と言い換
えることができ、それにより本発明の流動指標値特定装置に係る構成要素となり得る。
　【００２３】
（２）特に断らない限り本明細書でいう「ｘ～ｙ」は下限値ｘおよび上限値ｙを含む。本
明細書に記載した種々の数値または数値範囲に含まれる任意の数値を新たな下限値または
上限値として「ａ～ｂ」のような範囲を新設し得る。
【図面の簡単な説明】
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　【００２４】
　　【図１】本発明の流動指標値特定装置の一例を示す測定装置の概要図である。
　　【図２】その測定装置により得られたガンマ線スペクトル図の一例である。
　　【図３】即発ガンマ線の強度および崩壊ガンマ線の強度と被測定流体の流速との相関
　　を示す分散図である。
　　【図４】即発ガンマ線に対する崩壊ガンマ線の強度比と被測定流体の流速との相関を
　　示す分散図である。
【発明を実施するための形態】
　【００２５】
　本明細書で説明する内容は、本発明の流動指標値特定方法のみならず、流動指標値特定
装置にも該当し得る。上述した本発明の構成要素に、本明細書中から任意に選択した一つ
または二つ以上の構成要素を付加し得る。いずれの実施形態が最良であるか否かは、対象
、要求性能等によって異なる。
　【００２６】
《被測定流体》
　被測定流体は、その種類を問わないが、一次放射線の照射により即発放射線および遅発
放射線を放出する放射性核種を生成する生成元素を含む必要がある。この生成元素は、被
測定流体自体の構成元素でもよいし、一定の割合で添加された添加元素でもよい。一次放
射線の種類にも依るが、このような生成元素として、Ｃ、Ｎ、Ｏ、Ｎａ、Ｍｇ、Ａｌ、Ｐ
ｂ、Ｆなどがある。
　【００２７】
　また被測定流体は、その状態を問わず、液相のみでも、気相のみでも、液相と気相が混
在した混相でもよい。もっとも、被測定流体が液相のみからなると、本発明により得られ
る結果が被測定流体の流動状態をより正確に反映したものとなり易い。
　【００２８】
《一次放射線／放射線源》
　一次放射線は、上述した即発放射線および遅発放射線を生じる限り、その種類は問わな
い。中性子線のような非荷電粒子性放射線でも、α線やβ線のような荷電粒子性放射線で
もよい。
　【００２９】
　一次放射線は、制御性に優れた各種の人工放射線源（加速器、原子炉等）から得られる
量子ビームであると好適である。例えば、中性子線、陽子線、電子線などの量子ビームか
らなると好ましい。この量子ビームは、連続的なものでも断続的（パルス的）なものでも
よい。パルス状の量子ビームを用いると、パルス幅を調整することにより、被測定流体の
流動指標値として流速の時間変化率等を特定することも可能になる。例えば、本発明に係
る一次放射線は、パルス幅が即発放射線の寿命よりも長く放射性核種の半減期の１／１０
よりも短いパルス状の量子ビームとしてもよい。
　【００３０】
《二次放射線》
　本発明に係る二次放射線は、即発放射線と遅発放射線からなるが、その具体的な種類は
、一次放射線や放射性核種の種類により変化する。また、即発放射線および遅発放射線は
必ずしも同一種である必要はないが、検出性の観点から両放射線は共に透過性に優れるガ
ンマ線であると好ましい。すなわち、即発放射線は即発ガンマ線であり、遅発放射線は崩
壊（壊変）ガンマ線であると好適である。
　【００３１】
　この場合、被測定流体の流速にも依るが、例えば、即発ガンマ線は寿命が１０－６秒以
下であり、崩壊ガンマ線は半減期が１０－５～１０秒である放射性核種から放出される放
射線であると好ましい。
　【００３２】
《照射ステップ》
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　照射ステップは、放射線源から導出された一次放射線を被測定流体へ照射するステップ
である。被測定流体の局所領域における流速等を的確に検出、計測するために、照射ステ
ップは、被測定流体の流動方向に対してほぼ直交する方向から一次放射線を照射するステ
ップであると好ましい。また被測定流体の局所領域に一次放射線を的確に照射するために
、放射線源と被測定流体の間に一次放射線用コリメーターを介在させると好ましい。
　【００３３】
《検出ステップ》
　検出ステップは、一次放射線と被測定流体中の原子核との原子核反応または該原子核と
の非弾性散乱等により被測定流体中から放出される二次放射線を検出するステップである
。本発明の場合、検出ステップは遅発放射線を検出する遅発放射線検出ステップを含み、
さらに好ましくは即発放射線を検出する即発放射線検出ステップを含むと好ましい。
　【００３４】
　検出ステップも、被測定流体の局所領域における流速等を的確に検出、計測するために
、被測定流体の流動方向に対してほぼ直交する方向から二次放射線を検出するステップで
あると好ましい。また、その二次放射線を的確に検出するために、被測定流体と放射線検
出器の間にも二次放射線用コリメーターを介在させると好ましい。なお、一次放射線の照
射方向と二次放射線の検出方向は、同一または平行状でも、略直交状でもよい。
　【００３５】
　なお、本発明に係る検出ステップは、単なる二次放射線の有無を検出するのみならず、
その強度等の計測も含む。同様に本発明に係る検出手段なら、Ｇｅ半導体やシンチレータ
ー等の単なる放射線検出器のみならず、その出力信号を処理するスペクトロメトリなども
含むことになる。こうして得られた即発放射線や遅発放射線のスペクトル強度または計数
値等が、本発明でいう検出値（遅発検出値、即発検出値）に相当する。
　【００３６】
《特定ステップ》
　特定ステップは、検出ステップ（特に遅発放射線検出ステップ）で得られた検出値に基
づいて被測定流体の流動状態を指標する流動指標値を特定するステップである。この流動
指標値は、例えば、被測定流体の特定領域（測定部位）における流速である。流速は、遅
発検出値だけからも特定可能であるが、前述したように遅発検出値と即発検出値の比を用
いることにより、高精度な流動指標値（流速等）の特定が可能となる。これを論理的に説
明すると次の通りである。
　【００３７】
　照射ステップにおいて一次放射線が照射される被測定流体の局所領域と、検出ステップ
において二次放射線を検出する領域が一致する測定装置において、連続して流動する被測
定流体に、連続して一次放射線を照射する場合、遅発放射線（例えば崩壊ガンマ線）の強
度Ｉｄ（遅発検出値）は次のように表せる。
　Ｉｄ＝Ｔ（ＫｄηｄφσｄＮｄ/Ｌ０）[Ｌ０－Ｖ/λｄ｛1－exp(－λｄＬ０/Ｖ)｝]　
（式１）
　　Ｔ　：遅発放射線の検出時間、
　　Ｋｄ ：遅発放射線の検出効率等の補正係数、
　　ηｄ ：一回の崩壊における検出に係る遅発放射線の放出割合、
　　φ　：一次放射線のフラックス（単位面積あたり、単位時間当たりの放射粒子数）、
　　σｄ ：遅発放射線を発生させる核反応の断面積、
　　Ｎｄ ：遅発放射線を発生させる核反応に関わる原子核の数、
　　Ｌ０ ：一次放射線のコリメータの幅で設定される被測定流体の局所領域の幅、
　　λｄ ：崩壊定数、
　　Ｖ　：被測定流体の流速
　一方、即発放射線（例えば即発ガンマ線）は、放出される励起準位の寿命が極めて短い
。このため、遅発放射線のλｄに対応する即発放射線での定数をλｐとして即発放射線の
強度Ｉｐ（即発検出値）は、λｐ→∞として見積もることができ、その強度Ｉｐは次のよ
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うに表せる。
　Ｉｐ＝ＴＫｐηｐφσｐＮｐ　　　　　（式２）
　　Ｋｐ ：即発放射線の検出効率等の補正係数、
　　ηｐ ：即発放射線の放出割合、
　　σｐ ：即発放射線を発生させる核反応の断面積、
　　Ｎｐ ：即発放射線を発生させる核反応に関わる原子核の数、
　これらの式を用いて、即発放射線の強度に対する遅発放射線の強度の比を求めると次の
ようになる。
　Ｉｄ／Ｉｐ＝｛ＫｄηｄσｄＮｄ/（ＫｐηｐσｐＮｐ/Ｌ０）｝[Ｌ０－Ｖ/λｄ｛1－e
xp(－λｄＬ０/Ｖ)｝]　　（式３）
　（式３）の右辺において、λｄ、ηｄσｄ／ηｐσｐは物理定数およびその除算結果で
あり一定である。Ｌ０は一次放射線のコリメータで設定される一定値である。Ｎｄ／Ｎｐ
は被測定流体の構成原子核の組成比を表し、流体の密度が変化しても一定である。Ｋｄ／
Ｋｐは流体と検出器の間に存在し、流路の壁などを構成する材料による吸収（あるいは散
乱）を表す項と、流体による自己吸収（あるいは散乱）を表す項の積で表すことができ、
一定値である壁などの材料による項が支配的で流体の影響が小さい場合、二種の二次放射
線の強度比（Ｉｄ／Ｉｐ）は流速Ｖのみに依存する。
　【００３８】
　ここで、Ｋｄ／Ｋｐは計算による算定が困難な場合が多いので、任意の既知の流速、例
えば、流速Ｖ＝０である停止状態の被測定流体の二次放射線の強度比（Ｉｄ／Ｉｐ）を予
め測定しておけば（式３）右辺の係数ＫｄηｄσｄＮｄ/ＫｐηｐσｐＮｐが求まり、二
次放射線の検出により遅発検出値である強度Ｉｄと即発検出値である強度Ｉｐが計測し、
それらの強度比（Ｉｄ／Ｉｐ）を演算することにより、対応する被測定流体の特定領域に
おける流速を求めることができる。なお、二次放射線の強度比は上述した強度比の逆数を
用いてもよい。また、流速等の流動指標値を求める被測定流体の特定領域は、一箇所であ
る必要はない。複数箇所について流動指標値を求めることにより、一次元的、二次元的さ
らには三次元的な流動指標値の分布を求めることも可能である。
　【００３９】
《用途》
　本発明は、その適用範囲（用途）を問わないが、非破壊状態で被測定流体の流動指標値
（流速や質量流量等）を特定したい場合に適している。例えば、内燃機関や変速機等の油
路や水路を流れる潤滑油や冷却水の流動状態、射出成型機内部を流れる樹脂の流動状態、
熱媒体として流動する液体Ｎａ金属の流動状態、ダイキャスト機内部を流れるアルミニウ
ム系やマグネシウム系の溶融金属の流動状態、核融合炉内部で熱媒体、トリチウム生成材
料として流動する液体ＬｉＰｂのＰｂの流動状態、空調機の熱交換機内部を流れる冷媒の
流動状態等を知りたい場合に本発明は適している。また、１点の任意の既知の流速につい
て測定可能であれば、植物内部の水の流動状態、動物（人間を含む）の血管やリンパ腺を
流れる血液やリンパ液の流動状態等を知りたい場合にも適用できる。
【実施例】
　【００４０】
《測定装置》
　本発明の有効性を確認するため、図１に示すような測定装置（流動指標値特定装置）１
を用いて実証実験を行った。測定装置１は、中性子源となる原子炉Ａと、この原子炉Ａか
ら導出された中性子ビームｂ０を細く絞り中性子を平行に照射する中性子コリメーター１
０と、中性子コリメーター１０を通過した中性子ビームｂ１の照射により被測定流体ｆか
ら放出された二次放射線であるガンマ線γ（即発ガンマ線γｐおよび崩壊ガンマ線γｄ）
を絞りつつ平行に誘導するガンマ線コリメーター２０と、ガンマ線コリメーター２０から
誘導されたガンマ線γを検出するガンマ線検出器３０と、ガンマ線検出器３０の検出信号
をスペクトル分析するガンマ線スペクトロメトリ４０とからなる。
　【００４１】



                                                                             P.7
　被測定流体ｆには、回転可能なテフロン（登録商標）製の円盤Ｒの外周側に設けた蓋付
き環状溝（充填部）へ充填した無水炭酸ナトリウム粉末（Ｎａ２ＣＯ３ 粉末）を用いた
。環状溝は、中心線の直径：１６０ｍｍ、幅：２ｍｍ、深さ：１０ｍｍとした。また、環
状溝にＮａ２ＣＯ３ 粉末を充填した後、その環状開口をテフロン（登録商標）製の環状
蓋（厚さ：３ｍｍ）で覆った。こうしてＮａ２ＣＯ３ 粉末を環状に密閉した円盤Ｒを、
周速０～５００ｃｍ／ｓｅｃの範囲内で５０ｃｍ／ｓｅｃ単位で回転させた。
　【００４２】
《試験》
（１）照射ステップ
　各周速で回転するＮａ２ＣＯ３ 粉末へ、中性子コリメーター１０により７ｍｍ×２０
ｍｍにコリメートされた中性子ビームｂ１を連続的に照射した。なお、中性子ビームｂ０
は、独立行政法人日本原子力研究開発機構の原子炉から供給を受けた。なお、この中性子
のピークエネルギーは、０．０１５ｅＶである。
　【００４３】
（２）検出ステップ
　円盤Ｒ内の被測定流体ｆから発生したガンマ線γを、ガンマ線コリメーター２０を介し
てガンマ線検出器３０で検出し、その強度をガンマ線スペクトロメトリ４０により計測し
た。こうして得られるガンマ線スペクトルの一例（被測定流体の停止のとき、すなわち、
周速：０ｃｍ／ｓｅｃのとき）を図２に示した。
　【００４４】
　ここで、Ｎａを含む物質に中性子を照射すると、２３Ｎａ（ｎ, γ）２４ｍＮａという
核反応によって、放出エネルギー：９０．９９ｋｅＶの即発ガンマ線γｐと、放出エネル
ギー：４７２．２０ｋｅＶの崩壊ガンマ線γｄが放出されることがわかっている。このこ
とから、図２のようなガンマ線スペクトル上で、異なる放出エネルギー位置に現れた即発
ガンマ線γｐ（即発放射線）のピーク位置と崩壊ガンマ線γｄ（遅発放射線）のピーク位
置を特定できる。
　【００４５】
　また、それらピークの大きさを計測することにより、即発ガンマ線γｐの強度Ｉｐおよ
び崩壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄを求めることができる。この操作を円盤Ｒの各周速毎に繰
り返す。これにより、被測定流体ｆの流速（周速）に対応した即発ガンマ線γｐの強度Ｉ

ｐ（即発検出値）および崩壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄ（遅発検出値）がわかる。これらの
結果から得られた流速と各ガンマ線の強度との関係を図３に示した。
　【００４６】
（３）特定ステップ
　さらに、即発ガンマ線γｐの強度Ｉｐと崩壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄとから、被測定流
体ｆの各流速毎の強度比（Ｉｄ／Ｉｐ）を求めた。こうして得られた流速と強度比の関係
を図４に示した。
　【００４７】
《評価》
　先ず、図３からわかるように、即発ガンマ線γｐの強度Ｉｐは、被測定流体ｆの流速（
周速）が変化しても、ほぼ一定であることがわかる。
　【００４８】
　次に、崩壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄは、被測定流体ｆの流速（周速）の変化に応じて単
調減少することがわかった。このことから、崩壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄと被測定流体ｆ
の流速Ｖとの間にはほぼ１対１の関係が成立しており、崩壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄがわ
かれば被測定流体ｆの流速を特定できることがわかる。
　【００４９】
　図３に示した結果は、既述した（式１）、（式２）に示す内容に整合的であることが確
認できた。ただし、（式１）、（式２）において、即発ガンマ線γｐの強度Ｉｐおよび崩
壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄの各々が被測定流体中の原子核数に比例している。このため、
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何らかの理由によって被測定流体の密度が変化した場合、その密度変化に応じて図３に示
したＩｐおよびＩｄの各々に凸凹の変化が現れるものと推測される。
　【００５０】
　図４から明らかなように、即発ガンマ線γｐの強度Ｉｐと崩壊ガンマ線γｄの強度Ｉｄ
とから求めた被測定流体ｆの各流速毎の強度比（Ｉｄ／Ｉｐ）も被測定流体ｆの流速（周
速）の変化に応じて単調減少することがわかった。この際、既述した（式３）に示したよ
うに、何らかの理由により被測定流体の密度が変化した場合でも密度変化に影響を受けた
凸凹は現れず、図４の二次放射線の強度比（Ｉｄ／Ｉｐ）と被測定流体ｆの流速（周速）
の関係は保たれると考えられる。
　【００５１】
　従って、１点の任意の既知の流速、例えば、流速Ｖ＝０である停止状態の被測定流体の
二次放射線の強度比（Ｉｄ／Ｉｐ）を予め測定しておけば、二次放射線の検出により遅発
検出値である強度Ｉｄと即発検出値である強度Ｉｐを計測し、それらの強度比（Ｉｄ／Ｉ

ｐ）を演算することにより、被測定流体ｆの特定領域における流速を実験的に特定できる
ことがわかった。
【符号の説明】
　【００５２】
　　　１　　　　　測定装置（流動指標値特定装置）
　　１０　　　　　中性子コリメーター
　　２０　　　　　ガンマ線コリメーター
　　３０　　　　　ガンマ線検出器
　　４０　　　　　ガンマ線スペクトロメトリ
　　ｆ　　　　　　被測定流体
　　ｂ０、ｂ１　　中性子ビーム（一次放射線）
　　γｐ　　　　　即発ガンマ線（即発放射線）
　　γｄ　　　　　崩壊ガンマ線（遅発放射線）
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【書類名】特許請求の範囲
【請求項１】
　放射線源から導出された一次放射線を被測定流体へ照射する照射ステップと、
　該一次放射線と該被測定流体中の原子核との原子核反応または該原子核との非弾性散乱
により該被測定流体中から放出される二次放射線を検出する検出ステップと、
　該検出ステップで得られた検出値に基づいて該被測定流体の流動状態を指標する流動指
標値を特定する特定ステップと、
　を備える流動指標値特定方法であって、
　前記二次放射線は、短寿命の即発放射線と長寿命の遅発放射線とからなり、
　前記検出ステップは、該遅発放射線を検出する遅発放射線検出ステップを含み、
　前記特定ステップは、該遅発放射線検出ステップで得られた検出値に基づき前記流動指
標値を特定するステップであることを特徴とする流動指標値特定方法。
【請求項２】
　前記検出ステップは、さらに、前記即発放射線を検出する即発放射線検出ステップを含
み、
　前記特定ステップは、該即発放射線検出ステップで得られた検出値である即発検出値と
前記遅発放射線検出ステップで得られた検出値である遅発検出値とに基づいて前記流動指
標値を特定するステップである請求項１に記載の流動指標値特定方法。
【請求項３】
　前記特定ステップは、前記即発検出値と前記遅発検出値の比に基づいて前記流動指標値
の一つである流速または質量流量を特定するステップである請求項２に記載の流動指標値
特定方法。
【請求項４】
　前記即発放射線は、即発ガンマ線であり、
　前記遅発放射線は、崩壊ガンマ線である請求項１～３のいずれかに記載の流動指標値特
定方法。
【請求項５】
　前記即発ガンマ線は、寿命が１０－６秒以下であり、
　前記崩壊ガンマ線は、半減期が１０－５～１０秒である前記原子核から放出される放射
線である請求項４に記載の流動指標値特定方法。
【請求項６】
　前記一次放射線は、連続した量子ビームである請求項１～５のいずれかに記載の流動指
標値特定方法。
【請求項７】
　前記一次放射線は、パルス幅が前記即発放射線の寿命よりも長く前記原子核の半減期の
１／１０よりも短いパルス状の量子ビームである請求項１～５のいずれかに記載の流動指
標値特定方法。
【請求項８】
　前記量子ビームは、中性子ビームである請求項６または７に記載の流動指標値特定方法
。
【請求項９】
　前記照射ステップは、前記被測定流体の流動方向に対してほぼ直交する方向から前記一
次放射線を照射するステップである請求項１～８のいずれかに記載の流動指標値特定方法
。
【請求項１０】
　放射線源から導出された一次放射線を被測定流体へ照射する照射手段と、
　該一次放射線と該被測定流体中の原子核との原子核反応または該原子核との非弾性散乱
により該被測定流体中から放出される二次放射線を検出する検出手段と、
　該検出手段で得られた検出値に基づいて該被測定流体の流動状態を指標する流動指標値
を特定する特定手段と、
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　を備える流動指標値特定装置であって、
　前記二次放射線は、短寿命の即発放射線と長寿命の遅発放射線とからなり、
　前記検出手段は、該遅発放射線を検出する遅発放射線検出手段を含み、
　前記特定手段は、該遅発放射線検出手段により得られた検出値に基づき前記流動指標値
を特定する手段であることを特徴とする流動指標値特定装置。
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【書類名】図面
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【図２】
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